
インフラメンテナンスにおける
新技術・データ利活⽤促進に向けた環境整備

令和３年２⽉

資料１ ２



１．新技術の活⽤状況

頭⾸⼯点検における
UAV活⽤状況

潤滑油診断によるポンプの
状態監視状況

UAVを活⽤した機能診断
調査マニュアル（案）

AI（画像診断技術を活⽤し写真から
施設の機能診断と将来予測を実施）

・軽微な変状が⾒られる。
・10年後に変状が顕著にな
る⾒込みがある。

①UAVを活⽤した点検・機能診断
②ポンプ設備への

新技術活⽤ ③AIを⽤いた機能診断技術

現状（⽬視による機能診断）

〇 ダム、頭⾸⼯、⽤排⽔機場、農業⽤⽤排⽔路等の基幹的な農業⽔利施設は、我が国の⾷料⽣産に不可⽋な基本イン
フラであるとともに地域の防災・減災等にも貢献している。農業農村整備事業においては、施設約7.6千箇所、⽤排
⽔路約５万㎞をこれまでに整備してきており、これら施設の管理は主に⼟地改良区が担っている。

〇 これらの農業⽔利施設の管理の省⼒化・⾼度化を図るため、ロボットやAI等の利⽤を推進しているところ。
〇 具体的には、
・UAVを活⽤した点検⼿法を明記した「UAVを活⽤した機能診断調査マニュアル（案）」を令和２年３⽉に策定。
（参考︓https://www.maff.go.jp/kanto/nouson/sekkei/kokuei/tonecho/challenge/02.html）(①)

・ポンプ設備において潤滑油診断技術等の新技術活⽤に向けた実証調査等を現在実施しており、その結果を「ポンプ
設備の状態監視の⼿引き（案）」として令和３年３⽉に取りまとめ予定。(②)

・AIを⽤いた機能診断技術を確⽴するための実証試験を令和２年度に国直轄管理地区１地区を含む全国５地区で実
施。(③)
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２．施設の諸元情報・点検結果等に係るデータベース

２

〇 国営造成農業⽔利施設について、農業⽔利ストック情報データベースを構築し、約12,000施設に上る施設の諸
元情報・点検結果・維持管理情報等を蓄積。

〇 蓄積された情報を施設造成者、施設管理者及び関係者間で共有し、機能診断や対策⼯法の検討等に活⽤。

図 農業⽔利ストック情報データベースの利⽤イメージ図

表 蓄積されている情報の内容

種 類 内 容

施設諸元情報 施設名、所在地、造成時期・事
業費、施設規模・構造

維持管理情報 管理体制、維持管理費⽤、施設
操作履歴

補修履歴情報 補修・補強⼯事情報、点検整備
情報

機能診断情報 機能診断内容、評価の情報

監視記録情報 施設の監視結果の情報

ストックDBへデータ蓄積

監視記録情報
機能診断情報

補修履歴情報
施設諸元情報

維持管理情報

機能診断調査
（施設造成者）

機能診断評価
（施設造成者）

連携

⽇常管理
（施設管理者）

情報
提供

・聞き取り
・現地調査
・物理・化学試験

・劣化要因の推定
・劣化度の判定

情報提供
情報登録

情報提供

情報登録

情報
提供

情報
登録

情報
登録

・巡回点検
・異常、変状の把握
・軽微な補修

・機能保全計画、
更新事業計画
の作成

計画の作成
（施設造成者）
（施設管理者）
（関係者）

対策⼯事
（施設造成者）
（施設管理者）
（関係者）

補修
補強
更新

（突発事故対応）



○ 現行の行動計画への記載は、「限られた人員や予算の中で維持管理・更新等を効果的かつ効率的に実施
するため、関係機関と連携しつつ、非破壊検査技術やICT(Information and Communication Technology)
の活用等の新技術が導入された先進的な取組事例を収集・把握し、現場のニーズを踏まえつつ積極的に導
入を図る」としている。

○ 治山施設は道路から離れた場所かつ地形的な条件が悪い場所にある場合が多く、点検作業に係る作業負
担が大きい。このため、安全の確保及び点検時間の短縮を狙いとし、点検作業にドローンを導入。

○ 現在は、主に概略的な点検に活用しているが、今後は、より詳細な点検についても活用できるよう、マ
ニュアル等に具体的な点検方法や仕様等記載していくことが必要。

点検施設の設置箇所

点検箇所へは、水量が多く幅の広い河を渡り、堆積
土が張り出している危険な箇所を登っていかなけれ
ば到達できない。

ドローンを使用すれば、危険な箇所を避けて安全に現地
状況の確認ができるほか、現地への往復にかかる時間も
短縮できる。

ドローンの操縦技術に習熟し、飛行ルートを丁寧に
コントロールすることで、ピンポイントで狙った撮
影データを得ることも可能になる。

１ 点検における課題と新技術の活用事例（ドローン）

２ 林野庁インフラ長寿命化計画（行動計画）への記載

３ 新技術の導入に向けた取組

○ 令和３年度に改訂する行動計画に「目視による点検を新技術により代替できること」を明記する。
○ 令和３年度中に具体的な調査方法や仕様等をマニュアル等に記載するための調査を行い、ドローン等の
新技術を導入しやすい環境の整備を進めていく。

3．新技術の活⽤状況及び要領等への記載状況
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１ 個別施設計画のデータベース化

○ 治山施設及び林道施設ともに個別施設計画の入力フォーマットを施設管理者に示すことにより、各施設
管理者において、データベース化が進められている。

○ 各施設管理者が作成したデータベースを共有するシステムの構築まで至っていないため、今後は共有に
向けた取組が必要。

２ データベースの共有

○ データベースの共有化に取り組むに当たり、関係者間で共有するデータの活用方法の検討を進め、施設
管理者に示している個別施設計画の項目の中から、登録する項目やデータ形式の検討を行い、各施設管理
者の導入状況を見つつ、関係者間でデータ共有可能な仕組みを検討していく。

個別施設計画のデータベース化（イメージ図）

データベースの共有

・データ形式の検討

・登録する項目の抽出 データ共有可能な
仕組みを構築

4．点検結果等に係るデータベース化
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【漁港施設の点検における課題】
・防波堤等の立ち入りが困難な施設や消波ブロック等の足場が不安定な箇所では目視点検そのものが難しい。
・基礎部が水中にあることが多く、水中部の点検は潜水士による目視点検が主となっており作業負荷が大きい。

【水産庁の取り組み】
・上記の課題解決に向けて、新技術による点検手法での代用を図るべく、現地での適用性や精度等を確認の上、
具体的な作業方法を示す手引き書を作成・公表。

【点検に活用する具体的な新技術】
陸上点検：無人航空機（UAV）を活用した水産基盤施設の点検の手引き【H31.3公表】
水中点検：（仮）センシング技術を活用した漁港施設点検の手引き ～水中3Dスキャナーとナローマルチ

ビームの活用～【R3.3公表予定】

UAV（Unmanned aerial vehicle；無人航空機）

ＵＡＶ

撮影状況

浅部の地形状況

消波ブロックの
設置状況

日常・臨時点検への活用

センシング技術
（水中3Dスキャナー、ナローマルチビーム）

定期点検時に行う潜水目視点検の代替として利用
（調査内容）
・音波を対象物に照射し、構造物の空洞やズレ、電気防食
のアルミ陽極の減少量等を３次元で測量する。

点検イメージ 測量結果

日常点検時に行う目視点検の代替として利用
（調査内容）
・施設全体の移動、上部工・本体工のひび割れ・欠損、消波工

の沈下等

・UAVにカメラやセンサー等を搭載し、
撮影・計測を行う。

・濁りや屈折等に影響されにくい利点がある。・立入困難な箇所の状況確認や短時間で広域の写真撮影が可能
という利点がある。

5．漁港施設の点検における新技術の具体的な事例
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【要領等への記載状況】
・漁港施設の長寿命化対策に必要な「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（令和2年9月）」において、適
用可能な新技術の概要、適用範囲、利点、欠点を明示。

【今後の取り組み】
・令和3年3月公表予定の「水産基盤施設の点検における新技術活用ガイドライン（仮称）」において、従来の
点検方法が新技術により代替可能である旨を記載予定。

「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル」P28
「水産基盤施設の点検における新技術活用
ガイドライン（仮称）」

記載予定の文章案

「水産基盤施設の変状の点検に有効な新技術として、デジ
タルカメラを搭載したUAV、水中3Dスキャナー、ナローマル
チビーム等がある。水産基盤施設の点検でこれまで一般的
に行われている目視点検については、これらの新技術を活
用することで、点検診断の効率化、省人化及び点検精度向
上を図ることが可能である。」

6．要領等への記載状況及び今後の取り組み
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・全国の漁港管理者が作成する個別施設計画書における主たる内容についてデータを収集・整理中。令和３年
３月に見える化を行う。

個別施設計画書

漁港管理者
（都道府県・市町村） 水産庁

収集・整理 全国データを収集・公表予定

・施設数
・施設の老朽化状況（健全度等）
・計画の策定年度、期間
・維持管理・更新の方針
等

作成

7．施設の諸元情報・点検結果等に係るデータベースの構築
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